
 

(第１回変更) 契約変更の内容 
 

 

契約変更年月日 令和  8年  5月 13日 

契 約 業 者 名 （一財）経済調査会 

契約業者の住所 

大阪府大阪市中央区今橋４－４－７ 

                                                                       

                                                                       

                                                                       

                     

業 務 の 名 称 
2025～2026年度諸経費等動向調査及び資機材等価格 

調査業務 

業 務 場 所 

                                                                       

                                                                       

                                                             

業 務 種 別 その他業務 

 

 

 

 

業 務 概 要 

計画・打合せ１式 → １式 

資機材等価格調査１式 → １式 

諸経費等動向調査１式 → １式 

公共事業労務費調査１式 → １式                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

                     

業 務 期 間 ( 自 ) 令和  7年  4月  1日 

業 務 期 間 ( 至 ) 令和  9年  5月 31日 

契 約 金 額          188,100,000 円 

変 更 金 額           29,700,000 円 増 

変更後の契約金額          217,800,000 円 

変 更 理 由 別紙のとおり 

※金額は、税込みである。 

 

 



変 更 契 約 理 由 書 

2025～2026 年度諸経費動向調査および資機材等価格調査業務  第１回変更理由書 

 

 

 （1）諸経費等動向調査の変更  

土木補修工事において現行積算基準に定めている舗装補修工事や伸縮継手補修工事の歩

掛や諸経費の検証を行い、今後の積算基準のメンテナンスに資する基礎資料収集ため、本

業務にて歩掛や諸経費の調査を追加する。  

また、電気通信工事において、過年度業務において実施した施工実態調査及び諸経費実

態調査について、未完了となっていた集計・解析等を追加する。  

加えて、機械設備工事において、公共工事機械設備技術等連絡各省協議会が実施する施工

実態調査における軸重計測装置のうち輸送費動向の解析を追加する。  

上記はいずれも当社の積算基準に精通していることや、調査内容等を熟知しているこ

と、対象工事の工程に合わせての調査が不可欠であることから、以上の要件を満たす本業

務に追加して実施することが最も効率的であると考えられる。以上により、本業務に上記

調査を追加するものである。  

 

諸経費等動向調査 1 式 → 1 式  

以 上   

 

 


